
１．はじめに

大気エアロゾルの気候，気象への影響に注目した大

気の光学的な環境評価が重要となっている．大気の光

学的厚さや混濁係数などは日射に関する大気環境の重

要な指標となるが，これらは大気エアロゾルに関する

情報を得る上でも重視される．

これらの指標の評価には，大気中での直達日射の消

散効果を直接観測する必要があるが，この直達日射量

の公的観測地点の数は極めて限定的となっている．こ

のような状況のもとで，筆者らは，広くルーチン観測

の行なわれている水平面全天日射量に注目し，これか

ら大気の光消散因子を評価する方法について検討し，

Kondratyev（1969）の式を活用して全天日射量から

大気透過率を評価することを試みてきた（三谷・中村

2010）．

そこで本研究では，限られた地域，特に，関東地方

に限定してこの手法を適用し，その有効性を再確認す

るとともに，これによって東京，および東京から約

100kmまでの距離にある数地点の全天日射量データ

（気象庁 2011）を解析し，この地域における長年の大

気混濁係数の推移を明らかとすることを目的とする．

また，混濁係数の年間の変動にも注目し，その地域

的，あるいは季節的特性についても検討する．

２．全天日射量と大気の光消散因子

地上の法線面に達する波長λの直達日射量 I

（λ）はBeer-Lambertの法則にしたがい，次のよう

に表わされる（村井 1987）．

I（λ）＝RI（λ）e （1)

τ（λ）＝
b
 
b

k（λ）＋k（λ）＋k（λ） （2)

ここで，I（λ）は，地球―太陽間距離が，その平均値

にあるときの大気外法線面日射量，R は，その距離

が平均値から外れる際の I（λ）に対する補正係数，m

は大気の厚さを単位とした光路程，bと bは，それ

ぞれ大気圧と標準大気圧（1013hPa）である．
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要 旨

直達日射量の観測を要することなく，より観測地点が多く，入手も容易な水平面全天日射量データから，大気透

過率や混濁係数などの評価を試みた．そのなかで，東京，およびその周辺６地点における過去20年間の正午を含む

１時間水平面全天日射量データから，大気成分による吸収を無視したKondratyevの式を適用して，関東地方に

おける大気の混濁係数の推移を求めた．1990年代前半には，ピナトゥボ山噴火による高い混濁係数が認められた

が，その影響がほぼ消滅した同年代中期以降も混濁係数は漸次低下を続け，全体として，ここで取り上げた1989年

以降，各地の混濁係数は漸減する傾向にあった．

日射の季節的，地域的特性も確認され，適用する地域を100km程度に限定すれば，ここで採用された全天日射

量から大気混濁度，および大気混濁係数を評価する方法が有効であると確認された．
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k（λ）は標準大気のRayleigh散乱に関する光学的

厚さ，k（λ）はエアロゾルによる光学的厚さ，また k

（λ）は水蒸気や二酸化炭素，オゾンなどの大気ガスに

よる光学的厚さであり，τ（λ）はこれらを総括した大

気の光学的厚さである．

通常の日射計により観測される広い波長の法線面直

達日射量 I は，その全波長にわたる式（1）の積分に

よって表わされるが，一般には，I（λ）や k（λ），k

（λ），k（λ）の全波長域での，それぞれの平均値，

I，K ，K ，K を採って，I は次のように表わしう

る（浅野ほか 1983；村井 1987）．

I ＝RI e ＝JP （3)

τ＝
b
 
b

K ＋K ＋K （4)

J＝RIは観測時の大気外法線面日射量であり，こ

こでは世界気象機関の勧告する太陽定数 I＝1367W/

mを採用した．P＝e は大気透過率である．太陽高

度 hが h≧20°のとき，m＝１/sinhで近似できる

（Robinson 1966）．

全天日射過程に関して，Kondratyev（1969）は，

地上へ向かう下向きの放射 G とその逆の上向きの散

乱放射 G ，それぞれの伝達方程式を連立させて地上

における水平面全天日射量 G の推定式を示してい

る．光の消散のうち，吸収を無視してその方程式は境

界条件とあわせて以下のように表わしている．

dG
dτ

＝dG
dτ

＝ε
１
sinh 

G －2εG （5)

τ＝τで G ＝Jsinh，τ＝０で G ＝AG （6)

ここで，εは放射の方向と逆に向かう散乱放射の割

合，τは大気の光学的厚さの座標で，大気底部でゼ

ロ，頂部でτとする．また，Aは地表面アルベドで

ある．式（5）の右辺第２項のεG の係数２は，上向

きの放射に等方性を仮定することによる．

これを解き，A＝０と仮定して，eの指数関数部分

を２項まで展開した近似の形で水平面全天日射量は次

のようになる．

G ＝ Jsinh
1＋ετ(1/sinh)

＝ Jsinh
1－εlnP

（7)

ここで，透過率は P＝P として，特に水平面全天日

射量に基づくものであることを示した．

この式の活用には，εの決定が欠かせない．G は，

ε＝０では大気外水平面日射量を，また，ε＝１では，

１/［１＋τ（１/sinh）］≒exp［－τ（１/sinh）］とみ

なして，散乱光が全て大気外へ消失した後の直達日射

量を表わす．結局，εは，この両極端の間にあって実

際の G を導く因子ともいえよう．

式（7）の誘導において，日射の消散のうち吸収効

果が無視され，G は過大評価される傾向にあると考

えられるが，その式は，例えば異なる緯度や季節の下

で検討され，その定性的な面での妥当性が確認されて

いる（Kondratyev 1969）．三谷・中村（2010）は，

この関係式を用い，εに全天日射量の観測値と推定値

とを結ぶ補正項の意味をもたせ，その全国平均値ε＝

0.68を得た．そして，日本各地の G や P の多数の

データから，この式の妥当性を確認した．

３．日射データの収集

データの収集は，次の二つの目的で行なわれた．式

（7）の検証のためと，約20年に及ぶ関東地方の大気混

濁係数の推移を求めるためである．

前者の目的では，雲量ゼロを条件とした正午の直達

日射量，あるいはその結果から得られた大気透過率，

および式の検証のための全天日射量として，その正午

を含む１時間積算値を収集した．式（7）の関東での

活用を考慮して，式の検証のためのデータは，関東と

その周辺域として，館野と佐倉（観測の詳細について

は後述）のものを選んだ．また，比較のため，より関

東に近い松本，さらには本州太平洋沿岸の宮古と潮

岬，北海道根室のデータについても収集した．これら

のうち，佐倉のデータ以外は気象庁により公表されて

いるものを活用した．

後者の目的では，正午の時間帯の雲量が全てゼロで

ある時の水平面全天日射量１時間積算値を使用した．

これらは，気象庁による関東各地の日射データ（気象

庁 1998-2008，2011），すなわち，東京，および東京

を中心に東西約100kmに位置する甲府と銚子，南北

に同距離の大島と前橋についてのものである．また，

大気の清浄な地点との比較を目的に根室のデータも同

様に収集した．

以上の地点のほかに，関東地方の多くの気象庁観測

地点で全天日射量が観測されてはいるが，正午の雲量

観測は行なわれておらず，データ収集の対象から除外

した．また，東京に最も近い地点のデータを得る目的
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で，ここでも佐倉における観測結果を活用した．

データ収集の対象とした以上の気象庁観測地点で

は，３時間ごとに雲量観測が行なわれている．09，

12，15時の雲量がゼロである比較的安定した気象条件

の日を選ぶことにより，日射量積算中の雲量ゼロの条

件，あるいは雲の影響を無視しうる条件が満たせたも

のと考えた（三谷・中村 2010）．しかしながら，式

（7）の検証に活用した館野のデータについては，12時

の雲量は公表されていない．したがって，以上の条件

に近づけるため，この地点の09時と15時での雲量ゼロ

はもちろん，その周辺地域，すなわち，東京と銚子の

09，12，15時，および，千葉，水戸，宇都宮の09時と

15時，それぞれの雲量が全てゼロである関東全域で安

定したと考えられる条件を選ぶこととした．

佐倉での日射観測の概要は以下のとおりである．観

測点は，千葉県佐倉市敬愛大学佐倉キャンパス（北緯

35°41′，東経140°12′）において，1999年４月から2010

年３月にかけて水平面全天日射量を中心に，風，気

温，気圧，相対湿度等についての観測を実施した．こ

の間，2001年４月からほぼ１年間，観測を中止したほ

か，機器（英弘精機・精密全天日射計MS-801）の点

検等で観測のできない10日前後の期間が年間１，２回

あった．日射量は10分間の積算値とし，気温等の気象

要素とともに自動記録した．

2002年10月から１年６ヶ月，および2008年９月から

１年３ヶ月，全天日射計に直達日射を遮る遮光バンド

を装着して散乱日射量を計測し，全天日射量との差か

ら，先の式（7）の検証のための直達日射量を観測し

た．

なお，収集した気象庁のデータに関する観測期間

は，式（7）の検証については，館野を除き2001から

2007年，また館野のデータについては，先に記した特

定の入手条件のもとでも充分な数のデータが得られる

よう1990から2008年とし，いずれも季節を限ってはい

ない．さらに，大気混濁係数の推移を求めるための

データは，1989年から約20年間のものとした．

４．全天日射量から大気透過率の評価

前記したように筆者らは三谷・中村（2010）におい

て式（7）中の定数εの全国平均値を評価したが，こ

こでは特に関東地方を中心に，その地域ごとの値に注

目し，より適切なεと式（7）の有効性を検証した．

先ず，直達日射量瞬間値 I から得られた正午の大

気透過率，すなわち式（3）で定義される P とその時

間帯の水平面１時間全天日射量 S を用いて式（7）

のεを評価する．その方法は，直達日射量瞬間値か

ら得られた大気透過率 P を式（7）に適応し，次に示

す式（8）に代入して，予測されるεを選んで行なっ

た右辺の積分が，実測された S に一致するまで計算

を繰り返す試行法によった．

S ＝ G dt （8)

ここで，t＝11時，t＝12時である．

積分は，シンプソン則による数値積分の方法を採っ

たが，その刻みの数は１時間につき４とし，それによ

る積分値の収束は充分であった．

得られたεに関して，太陽高度 hや直達日射量に

もとづく大気透過率 P，さらには季節の推移，それ

ぞれの影響について，第１図のA，BおよびCに示

した．図からεは太陽高度にはほとんど関係しない

ことがわかる．また，P との間には僅かな関係が認

められなくも無いが，その変化の割合はきわめて小さ

く，さらに，εの季節を追っての変化も小さい．以上

のことから，データのばらつきをも考慮して，式（7）

のεにはその地域ごとの算術平均値を採ることとし

た．

水平面全天日射量から推定される大気透過率 P の

評価は，εの評価の際と同様，式（7）を用いて全天

日射量から逆算する方法を採るが，それは予測されう

る範囲の P を選び，式（8）右辺の積分が実測され

た S に一致するまで計算を繰り返す試行法によっ

た．先と同様，積分はシンプソン則により，その刻み

の数は４とし，その積分値の収束は充分なものであっ

た．

第１表に各地の収集データから得られたεの平均

値とその標準偏差σを示した．また，この表には，

以上のεの平均値や，それに近いεを式（7）に適用

して推定した P と直達日射量から得られている P

（気象庁 1998-2008）との間の二乗平均平方根誤差

（RMSE）をも示した．このRMSEは，平均のεで

ほぼ最小となり，館野と佐倉の例では0.50～0.86の

P に対してその値は0.03であり，平均的な P の４％

程度である．

εは地域によって0.65から0.75の範囲にあることが

わかるが，その特性をつかむことは容易ではない．館

野と佐倉におけるεがほぼ同程度であり，その値が

他の地点に比較して高い．また，εを0.64から0.76ま
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で変化させた際の P の誤差評価結果から，一般にε

の変化に対して P の変動は極めて小さいこともわか

る．

第２図には館野と佐倉について，正午の直達日射量

瞬間値 I から得られた P と同時間帯の S から得ら

れた P とを比較して示した．

以上によって，館野と佐倉のデータから得られる

ε＝0.75を式（7）に適用して，関東各地の正午の全

天日射量から大気透過率の評価を試みることとした．

なお，館野と佐倉において観測された正午の直達日

射量は，法線面の値で0.6～1.1kW/mであったが，

これと上記の P から推定した直達日射量との間の

RMSEは，0.04kW/mであった．

第２図 直達日射量にもとづく大気透過率 P と
１時間全天日射量から得た透過率 P と
の比較．

第１表 式（7）中の係数εと同式から評価した大気透過率 P のRMSE．

site ε RMSE of P for the case of；

n  av. σ ε＝0.64 ＝0.67 ＝0.70 ＝0.73 ＝0.76

根室 91 0.65 0.09 0.03 0.03 0.04 0.04 0.06

宮古 83 0.70 0.06 0.03 0.02 0.02 0.03 0.03

館野 95 0.75 0.08 0.04 0.04 0.03 0.03 0.03

佐倉 66 0.75 0.06 0.04 0.03 0.02 0.02 0.02

松本 107 0.67 0.08 0.03 0.03 0.03 0.04 0.03

潮岬 120 0.71 0.08 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03

館野，佐倉 162 0.75 0.07 0.04 0.03 0.03 0.03 0.03

n：データ数，av.：平均，σ：標準偏差，RMSE：二乗平均平方根誤差．

第１図 (A）太陽高度 h，（B）直達日射量にも
とづく大気透過率 P，および（C）季節
のεへの影響．
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５．関東地方における大気の混濁係数

5.1 混濁係数

これまでの議論に用いてきた大気の光学的厚さτ

や大気透過率 P にはエアロゾルのほか空気分子によ

る散乱効果も含み，真の大気の混濁指標とはいえな

い．このため，大気分子のRayleigh散乱による全波

長平均の光学的厚さK と実際の大気の光学的厚さと

の比としてLinkeの混濁係数 T が定義されよく用い

られている．また，K は太陽高度が同じでも気圧に

よって変化するため，これを標準気圧（b＝1013

hPa）に標準化したものがFeussner -Duboisの混濁

係数 T である．両者は次の関係にある（浅野ほか

1983）．

T ＝1＋ K ＋K
(b/b)K

（9)

T ＝1＋K ＋K
K

＝1＋(T －1)
(b/b)K
K

（10)

ここで，K は標準気圧におけるRayleigh大気の光

学的厚さである．

T にはエアロゾルのほか，大気の水蒸気分子の消

散効果も含まれる．このため，Yamamoto et al.

（1968）は，この水分子の効果を理論的に排除し，次

のような混濁係数βを定義した．

P（λ）＝exp(－βλ ) （11)

ここで，P（λ）は波長λの関数としての大気エアロ

ゾルによる透過率である．βは，エアロゾルの粒径分

布に Junge分布を仮定して，λの関数として得られ

る．実際には，直達日射量 I と水蒸気量からβを得

る便利なチャートが提出されている．

全天日射量から得た P を式（3）に適用して I を

推定し，これによって以上の混濁係数の評価を試み

た．なお，その評価に当たって，可降水量wを知る

必要がある．これは地上大気の露点温度や水蒸気圧

p から推定（押田 1981；近藤・三浦 1983）できる．

ここでは館野における，快晴日の09，15，21時の高層

気象観測データ（気象庁 1999，2000）から p とw

との関係を得ることによってwを評価した．その関

係を第３図に示す．その相関係数は0.93であった．

βには大気の光学的厚さに関する大気の水蒸気の寄

与が無く，その点で真の混濁因子といえようが，エア

ロゾルの粒径に対する Junge分布の仮定から，この

βの評価は直接的なものとはいい難い．

ここでは気象庁が大気の混濁係数として採用してい

る T によって大気の光学的環境を把握し，大気環境

の評価に大気中の水蒸気の影響を排除する必要のある

場合にβを採用した．

次節以降，βや T については，直達日射から得ら

れるものと全天日射から得られたものとを区別して，

特に後者をそれぞれβ や T として表記する．

5.2 混濁係数の経年推移―T の推移

気象庁から公表されている正午の時間帯の１時間全

天日射量 S からτを得て，さらに式（10）により関

東各地の T を求めた．この際，K とK の計算

には浅野ほか（1983）の方法を採った．また，佐倉で

の T をも加え，特定季節の平均値として，その経

年変化を第４図に示した．

季節として，春期（３～５月）と冬期（11～２月）

を選んだ．季節による収集データ数の極端な差異や大

気の水蒸気圧の季節差，さらには予測されるエアロゾ

ルの種類などの季節差，これらの差異による影響を排

除するため，季節を以上のように区切った．

第４図から，各地点で，また季節を問わず T は

1990年代初めに一つの極大を示した後，今日まで漸次

低下傾向を示していることがわかる．この極大は，

1991年６月のピナトゥボ山（フィリピン）噴火の影響

と考えられ，わが国でもこの噴火によって，大気の硫

酸エアロゾルの影響が数年にもおよんだと報告されて

いる（岩坂・藤原 2000）．

同図では T の推移を春期と冬期に分けて，共に

３年間の移動平均で示したが，春期の T の値とそ

第３図 水蒸気圧 p と可降水量wとの関係
（r：相関係数）．
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の変動は冬期に比べて大きい．その原因としては，こ

の季節に集中する黄砂や春霞とよばれるヘイズの影響

が推察され，大気の光学的環境は不安定なものになっ

たと考えられる．一方，冬期の T は比較的低く，

安定に推移している．

1993年以降，関東地方の冬期の T は低下し続け

た．この間，東京は最も高い値で推移したが，特に最

近では，東京，およびその周辺地域で大差はなくなっ

た．

以上のように経年の T の低下傾向は，季節や地

域によって若干の違いはあるものの，1990年代から今

日まで継続しているように見える．Wild et al.

（2005）は，世界の多数の地点で観測された地表面日

射の経年変化を検討し，世界の広範囲にわたって，ほ

ぼ1960年から1990年にかけて減少傾向にあった日射量

が1990年代に入って増加傾向に転じたこと，また，中

国においても同様に減少傾向にあった日射量は，一定

水準を維持して今日に及んでいることを報告してい

る．これらは大気透過率の変化によるものであるが，

その要因として，特にヨーロッパに関しては，排ガス

規制の効果に加えて東ヨーロッパの経済的不況の影響

が考えられている．

中国に関しては，わが国への直接的な影響も考えら

れ興味深いが，Che et al.（2005）の中国64地点にお

ける全天日射データに基づく結果からも，以上に類似

の傾向が報告されている．

大気の混濁係数に影響するいまひとつ重要な因子と

して大気の水蒸気量がある．第５図に示したように東

京における地上大気の水蒸気量は長期にわたりあまり

変化は無いが，気温の漸増に伴い相対湿度は1990年頃

を境に低下し始めている．この図は，気象庁の公表す

る各種気象要素の年間平均値データ（気象庁 2011）

から得たが，日本全域で同様な傾向が認められる．視

程におよぼす大気の相対湿度の影響はよく知られると

ころである（Kasten 1969；Okada and Isono 1982）．

以上の関東地方における大気混濁係数の最近の低下

傾向が，世界の傾向と一体のものであるか否かここで

即断できないが，経済環境の変化や高まる排ガス規制

の効果，さらには大気の乾燥化の傾向（Jung et al.

2010）など，最近の混濁係数の傾向を考えるとき，い

ずれも注目すべき事項といえよう．特に，日本の場

合，著しい工業化と経済発展下にある東アジアや東南

アジア地域の東端に位置し，大気透過率の改善に逆行

しかねない状況の中で，この問題は極めて興味あるも

のといえよう．

5.3 混濁係数の経年推移―β の推移

前節では特定の季節に限定して，年ごとの混濁係数

で大気の経年変化を追ったが，その値は一定期間の平

均値であり，大気環境変化の細微を捉えがたい．ここ

では，日々の混濁係数によって大気環境の変化を追う

こととした．その混濁係数は雲量ゼロの限られた日の

ものであり，連日のものではない．

混濁係数にしめる大気中の水蒸気の消散効果を除く

第４図 全天日射量に式（7）を適用して推定し

た混濁係数 T の経年変化（３区

間＝３年間移動平均）．

第５図 東京における年平均の気温，水蒸気圧，
相対湿度の推移（実線：10年移動平均）．
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ため，β を採用することとした．これはエアロゾル

粒子への水蒸気の影響を排除するものではない．

各地点のβ の推移を第６図に示す．β は，冬期

に低く，春期と夏期に高い．その変動幅は，東京にお

いて最も大きく，比較のために示した根室において最

も小さい．なお，根室において，2006年以降に比較的

高いβ を示す日が散見される．混濁係数が，一時的

に異常に高くなる例は，森林火災などによって観測さ

れることがある（三谷・中村 2010）．2006年以降，シ

ベリア森林火災の急増の報告（日本航空 2010）があ

るが，根室のこの高いβ の原因については明らかに

できなかった．

変動するβ に関して，先ず，春期から秋期の初め

にみられるその比較的大きい値，すなわち極大値の推

移に注目しよう．東京から東西，あるいは南北に約

100kmの距離にある銚子や甲府，あるいは大島や前

橋においては，β の極大値や変動幅は，東京と根室

の場合の中程度にある．そのなかで，前橋と銚子にお

ける値は，甲府や大島に比べて若干大きい．そして，

東京と銚子のほぼ中間地点に位置する佐倉では，デー

タが得られた2000年代でみる限り，その極大値や変動

幅は，両地点の中程度の値にある．

東京における高いβ は，多くは大都市でしばしば

観測される視程が数km以下の比較的視界の悪い日の

ものであった．β の著しい変動は，大都市に特徴的

なものと考えられ，その高いβ には，人為的要因が

推測される．ここでは割愛するが，大阪でも同様にβ

の大きな変動幅を確認できる．東京におけるβ の

変動幅は，1990年代初期以来次第に減少して，最近で

は関東の他の地点におけるものと大差はない．

β の極小値の推移は，冬期のβ の推移に相当す

る．その値に地域間で大きな差は無いものの，先の極

大値の推移と同様，東京で最も高く，根室で最も低

い．その極小値の推移は，ほぼ1995年以降目立った変

化はない．それ以前の数年間，β はいずれの地点で

も若干高い値を示しているが，これは前述の1991年６

月のピナトゥボ山噴火によるものと推察される．

β の極大が夏期を中心にその前後の期間にある．

この大きなβ については，エアロゾルの粒子濃度の

増加はもちろん，その種類や形状の変化など，複雑か

つ多様な要因が考えられようが，雲粒成長における水

蒸気によるエアロゾルの質的変化も重要な要因となろ

う．

β の地域差や地域的広がりもこのβ の変動幅に

第６図 全天日射量に式（7）を適用して推定し
た混濁係数β の各地における推移．
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よって特徴づけられる．この広がりを考える上で関東

地方における局地風系の理解は重要であろう．関東平

野全域にわたる局地風系の日変化は，北部の山岳地域

の山谷風や鹿島灘，九十九里浜，相模灘の沿岸域での

海陸風，さらには駿河湾岸域での海陸風によって決ま

るとし，通常の海陸風や山谷風が互いに結合した関東

南部から内陸深奥部までに及ぶ大規模流が形成される

といわれる（藤部・浅井 1979；栗田ほか 1988）．

東京を中心に佐倉や銚子，さらには前橋での比較的

高いβ や，甲府や大島での低いβ などは，以上の

風系の下でのエアロゾルの輸送・拡散に関係するもの

か，各地点起源のエアロゾルによるものか，明らかで

はない．大気混濁係数の変動に関する考察において

は，大気汚染質の発生源の同定や，輸送過程を明らか

にすることが重要である．

5.4 混濁係数と大気水蒸気量

第７図に東京，銚子，前橋，および根室における

wとβ との関係を示す．wは先の第３図により地上

大気の水蒸気圧 p から求めた．根室は，混濁係数の

低い地域の例として，関東地域との比較のために示し

た．各データは2006から2010年にかけてのものであ

る．

この図からβ におよぼすwの影響を考えるとき，

β におよぼす大気水蒸気以外の因子，例えばエアロ

ゾルの濃度や種類などの変化が無視できる程度である

ことが前提となる．また，wは季節の推移とともに

夏期から冬期へと単調に低下するため，季節の推移に

伴うエアロゾルの濃度や種類などの変化が，wに

よって代表されているに過ぎないものか，注意すべき

である．

ここでは，水蒸気量のある程度の範囲を確保しつ

つ，以上の点に配慮して９月から１月についてのβ

を採用した．すなわち，黄砂やヘイズによる不安定な

大気環境が考えられた春期とその前後の月，および，

東京における大気エアロゾルの観測から，光化学反応

による硫酸イオンの増加（鎌滝ほか 2000）が考えら

れた夏期，これら両期間のβ は除外した．

第７図から，地域に応じて，β はwの増加ととも

に直線的に増加している．根室を除き，β はwと

0.70～0.77の相関係数を示した．β はwを地上の相

対湿度に変えても同様の傾向を示す．

エアロゾルの吸湿性によるβ の増加の傾向は，既

にYamamoto et al.（1968）により報告されている

ところでもあり，エアロゾルへの水蒸気による影響が

示唆される．例えば，エアロゾルの吸湿性による雲核

としての作用（Charlson et al. 1991）や，エアロゾ

ルの粒径変化（Kasten 1969；上田・三浦 2007）な

ど，水蒸気量とエアロゾル濃度に応じたβ への影響

が推測される．

β のwとの関係には，第７図のとおり地域差が認

められるが，wに対するβ の増加の割合，すなわち

この直線関係のこう配は，図に挙げた地点の中では東

京で最も大きく，根室で最も小さい．このこう配には

エアロゾルの量や種類，性状などが関係しようが，同

一域内，すなわち関東域内ではその種類や性状より，

量の変動が実際的と考えられる．また，このこう配の

地点の違いによる変化は，大都市から大都市周辺へと

減少し，その順位は，主としてエアロゾルの量に関係

したものと推測される．

６．まとめ

観測地点が比較的多く，多量のデータが得られてい

る水平面全天日射量によって，日射に関する大気混濁

係数の評価を試みた．

先ず，大気中での吸収過程を無視したKondratyev

（1969）の式を適用して，全天日射量から大気透過率

や混濁係数を評価する方法について検証し，その方法

を用いて関東各地の冬期（11～２月）と春期（３～５

月）における混濁係数を評価，その経年の推移を求め

た．

冬期の混濁係数の推移は比較的緩慢に推移したが，

春期のそれはやや不安定に推移し，エアロゾルの季節

第７図 可降水量wと，全天日射量に式（7）を
適用して推定した混濁係数β との関係
（r：相関係数）．
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的特性が示唆された．しかし，いずれの季節でも，こ

こで取り上げた1989年以降，各地の混濁係数は漸減す

る傾向にあった．すなわち，1990年代前半には，1991

年６月のピナトゥボ山噴火による高い混濁係数が多く

の地点で認められたが，噴火の影響がほぼ消滅した同

年代中期以降も，混濁係数は低下を続けた．特に，東

京における混濁係数は，関東各地の中で最も高い値で

推移したが，最近では他の地点と大差はない．

雲量ゼロのもとで全天日射量から大気透過率を評価

し，こ れ に よって 推 定 し た 直 達 日 射 量 か ら

Yamamoto et al.（1968）の水蒸気の効果を排除した

混濁係数に相当するβ を求め，その長年の日々の推

移を得た．β は，冬期の低い値から春期や夏期の高

い値へと変動しながら推移するが，その変動幅は東京

において最も大きく，そこから距離を隔てるにつれて

縮小する傾向にある．その変動幅の要因のひとつとし

て，エアロゾルと大気水蒸気との関係を考慮し，若干

の検討を行なった．
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